
１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用している。

その他有価証券
時価のないもの

総平均法による原価法を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による低価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却方法
： 平成19年4月1日以降取得資産

定額法を採用している。
平成19年3月31日以前取得資産

旧定額法を採用している。
： 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

（４）引当金の計上基準
賞与引当金

退職給付引当金

（５）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

小 計

合 計

287,633,174

327,633,174 3,245,139 338,501,445

285,695,902 14,077,410 1,353,546 298,419,766

当期減少額 当期末残高

基本財産

財務諸表に対する注記

有形固定資産

リ ー ス 資 産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっている。

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する
額を計上している。

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づ
き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。

科 目 前期末残高 当期増加額

投資有価証券 40,000,000

40,000,000 0 0 40,000,000小 計

40,000,000

投資有価証券 1,937,272 36,000 81,679

14,113,410 3,245,139 298,501,445

退職給与引当特定資産

特定資産

14,113,410

1,891,593



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(単位：円)

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

合 計 157,578,546 118,772,862 38,805,684

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 93,352,000 61,275,916 32,076,084

40,000,000

科 目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

－ (81,679) －

(81,679)

(40,000,000)

退職給与引当特定資産 298,419,766 － － (298,419,766)

－ －

小 計 40,000,000 (40,000,000) (0) (0)

40,081,679 40,156,000 74,321

種 類 及 び 銘 柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

基本財産

小 計 298,501,445 (0) (81,679) (298,419,766)

(298,419,766)合 計 338,501,445 (40,000,000)

投資有価証券

投資有価証券

特定資産

81,679

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

什器備品 64,226,546 57,496,946 6,729,600

貸借対照表上
の記載区分

補助金

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合 計 40,081,679 40,156,000 74,321

京都市　第14回京都浪漫債

 科学研究費補助金
独立行政法人
日本学術振興会 0 10,689,000 10,689,000 0

助成金

 教育青年団体活動助成金
一般財団法人
大阪市教員会館 0 1,350,000

0

1,350,000 0

合 計 0 12,039,000 12,039,000



１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、注記のとおりである。

２．引当金の明細

（単位：円）

32,567,730

退職給付引当金 285,695,902 14,077,410 1,353,546 298,419,766

賞与引当金 36,294,596 32,567,730 36,294,596

附属明細書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他


